
国立大学法人東京農工大学学則の一部を改正する規則 

国立大学法人東京農工大学学則（１６ 経教 規則第２号）の一部を次のとおり改正する。 

現     行 改  正  後 
国立大学法人東京農工大学学則 

平成１６年４月７日

１６経教規則第２号

第１条～第２６条  省 略  
  
（単位） 
第２７条 授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし、

授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の各号の基準により計算する

ものとする。 
 一 講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。 
  
二～三 省略 
２ 省略 
 
第２７条～第３１条  省 略 

 
（研究生） 
第３２条 本学において、特定の事項について研究を志願する者があるときは、教育研究に支障のない場合に限り、当該

教育部教授会等（技術経営研究科教授会を除く。）又は学部教授会において選考の上、研究生として入学を許可すること

ができる。 
２ 研究生については、別に定める。 
 
 
 
 
 
 

第３３条～第５５条  省略 

 

（入学資格） 

第５６条 工学教育部及び生物システム応用科学教育部の博士前期課程並びに農学教育部の修士課程並びに技術経

営研究科の専門職学位課程に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

  一 大学を卒業した者 

 二 学校教育法第６８条の２第３項の規定により学士の学位を授与された者 

 三 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

 

 

 

 

 

 

 四 文部科学大臣の指定した者 

 五 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了し、各教育部において、所定

の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

 六 大学院において個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、２２歳

に達した者 

２ 工学教育部及び生物システム応用科学教育部の博士後期課程並びに連合農学研究科の博士課程に入学又は進学

 
 
 
第１条～第２６条  省 略（現行どおり）  
 
（単位）  
第２７条 授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容 をもって構成することを標

準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の各号の基準に

より計算するものとする。 
 一 講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。ただし、工学部生命工学科については、１５時間又

は３０時間の授業をもって１単位とする。

 二～三 省略（現行どおり） 
２ 省略（現行どおり） 
 
第２７条～第３１条  省 略（現行どおり） 

 
（研究生） 

第３２条 本学において、特定の事項について研究を志願する者があるときは、教育研究に支障のない場合に限り、

当該学府教授会等（技術経営研究科教授会を除く。）又は学部教授会において選考の上、研究生として入学を許可す

ることができる。 
２ 研究生については、別に定める。 
（博士特別研究生） 
第３２条の２ 本学において、本学の博士（後期）課程修了後、引き続き特定の事項について研究を志願する者があ

るときは、教育研究に支障のない場合に限り、当該学府教授会等（農学府及び技術経営研究科を除く。）において選考

の上、博士特別研究生として入学を許可することができる。 
２ 博士特別研究生については、別に定める。

 

第３３条～第５５条  省略（現行どおり） 

 

（入学資格） 

第５６条 工学府及び生物システム応用科学府の博士前期課程並びに農学府の修士課程並びに技術経営研究科の

専門職学位課程に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

  一 大学を卒業した者 

 二 学校教育法第６８条の２第４項の規定により学士の学位を授与された者 

 三 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

 四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育に

おける１６年の課程を修了した者

 五 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した

とされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であ

って、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

 六 専修学校の専門課程で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者

 七 文部科学大臣の指定した者 

 八 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了し、各教育部において、

所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

 九 大学院において個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、２

２歳に達した者 

２ 工学府及び生物システム応用科学府の博士後期課程並びに連合農学研究科の博士課程に入学又は進学するこ



することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 一 修士の学位又は専門職学位を有する者 

 二 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 

 

 

 

 

 三 文部科学大臣の指定した者 

 四 大学院において個別の資格審査により、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳

に達した者 

 

第５７条～第８６条  省略 

 

（入学資格） 

第８７条 本学に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 一 高等学校を卒業した者 

 二 中等教育学校を卒業した者 

 三 通常の課程による12年の学校教育を修了した者 

 四 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指定した者 

 

 五 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教育施設の当該課程を修了した

者 

 

 

 六 文部科学大臣の指定した者 

 七 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒業程度認定試験に合格し

た者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大

学入学資格検定に合格した者を含む。）で、１８歳に達した者 

 八 本学において個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、１８

歳に達した者 

 

第８８条及び第８９条 省略 

 

（編入学） 

第９０条 本学に編入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

  一 大学を卒業した者又は大学に１年以上在学して退学した者 

 二 短期大学を卒業した者 

 三 高等専門学校を卒業した者 

 四 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上あることその他文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）

を修了した者（学校教育法第５６条第１項に規定する大学入学資格を有する者に限る。） 

 五 旧国立養護教諭養成所及び旧国立工業教員養成所を卒業した者 

六 学校教育法施行規則第９２条の３に定める従前の規定による高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の課程

を修了し、又は卒業した者 

 

 

 

 七 外国において学校教育における１３年の課程を修了した者 

２ 前項に規定する者が編入学を願い出たときは、当該学部教授会において選考の上、相当年次に入学を許可する。

  

とができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 修士の学位又は専門職学位を有する者 

 二 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専門職学位に相当

する学位を授与された者

 四 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の教育制度において位置付けられた学

校教育施設にあって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に

相当する学位を授与された者

 五 文部科学大臣の指定した者 

 六 大学院において個別の資格審査により、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、２

４歳に達した者 

 

第５７条～第８６条  省略（現行どおり） 

 

（入学資格） 

第８７条 本学に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 一 高等学校を卒業した者 

 二 中等教育学校を卒業した者 

 三 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

 四 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指定した

者 

 五 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教育施設の当該課程を修了し

た者 

 六 専修学校の高等課程で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者（学

校教育法第５６条第１項に規定する者に限る。）

 七 文部科学大臣の指定した者 

 八 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒業程度認定試験に合

格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）

による大学入学資格検定に合格した者を含む。）で、１８歳に達した者 

 九 本学において個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、

１８歳に達した者 

 

第８８条及び第８９条 省略（現行どおり） 

 

（編入学） 

第９０条 本学に編入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

  一 大学を卒業した者又は大学に１年以上在学して退学した者 

 二 短期大学を卒業した者 

 三 高等専門学校を卒業した者 

 四 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上あることその他文部科学大臣の定める基準を満たすものに限

る。）を修了した者（学校教育法第５６条第１項に規定する大学入学資格を有する者に限る。） 

 五 旧国立養護教諭養成所及び旧国立工業教員養成所を卒業した者 

 六 学校教育法施行規則第９２条の３に定める従前の規定による高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の

課程を修了し、又は卒業した者 

 七 外国の短期大学を卒業した者及び外国の短期大学の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度にお

いて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を我が国において修了

した者（学校教育法第５６条第１項に規定する者に限る。） 

 八 外国において学校教育における１３年の課程を修了した者 

２ 前項に規定する者が編入学を願い出たときは、当該学部教授会において選考の上、相当年次に入学を許可す

る。  



附 則 （１８ 教 規則第３号） 

３ 編入学については、別に定める。 

 
第９１条～第１１１条  省 略  
  

附 則 省 略                            
 
別表第１（第４７条関係）～別表第２（第５３条関係） 省 略 
 
 
別表第３の１（第６４条関係） 
工 学 教 育 部 の 博 士 前 期 課 程 
生命工学専攻 応用化学専攻 機械システム工学専攻 
生命機能工学 
応用生物工学 
バイオソサエティ工学 

物質応用化学 
有機材料化学 
システム化学工学 
物質生物計測 

システム基礎解析 
設計生産システム 
機械知能システム工学 

物理システム工学専攻 電気電子工学専攻 情報コミュニケーション工学専攻

量子系工学 
複雑系工学 

電気電子システム工学 
電子メディア工学 
環境エネルギー工学 

情報工学 
情報環境工学 
言語文化コミュニケーション学

 
別表第３の２（第６４条関係）～別表７（第９５条関係）  省 略 
 
別表第８（第９８条関係） 

教 養 科 目 の 分 類 単  位  数 
基礎ゼミ ２単位 
総合科目 ２～ ４単位以上

分野別科目 
  人文社会科学科目 
  自然科学科目 

６～１０単位以上 
６～ ８単位以上 
０～ ４単位以上

リテラシー科目 ６～ ８単位以上

スポーツ・健康科学科目 １～ ２単位以上 

３ 編入学については、別に定める。 

 
第９１条～第１１１条  省 略（現行どおり） 
 

附 則 省 略（現行どおり） 
 
別表第１（第４７条関係）～別表第２（第５３条関係）  省 略（現行どおり） 
 
 
別表第３の１（第６４条関係） 
工 学 府 の 博 士 前 期 課 程 
生命工学専攻 応用化学専攻 機械システム工学専攻 
生命機能工学 
応用生物工学 
バイオソサエティ工学 

物質応用化学 
有機材料化学 
システム化学工学 
物質生物計測 

システム基礎解析 
設計生産システム 
機械知能システム工学 

物理システム工学専攻 電気電子工学専攻 情報工学専攻 
量子系工学 
複雑系工学 

電気電子システム工学 
電子メディア工学 
環境エネルギー工学 

情報工学 
ユビキタス＆ユニバーサル情報

環境

 
別表第３の２（第６４条関係）～別表７（第９５条関係）  省 略（現行どおり） 
 
別表第８（第９８条関係） 

教 養 科 目 の 分 類 単  位  数 
基礎ゼミ ２単位 
融合科目 ２単位

分野別科目 
  人文社会科学科目 
  自然科学科目 

６～１０単位以上 
６～ ８単位以上 
４単位以上

リテラシー科目 ８単位以上

スポーツ・健康科学科目 １～ ２単位以上（３単位まで） 

１  この規則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第３２条の次に１条を加える改正規定は、平成１８年３月２７日から施行し、平成１８年３月１日から適用する。この場合において、「当該学府教授会等（農学府及び

技術経営研究科を除く。）」とあるのは、同年３月３１日までの間に限り、「当該教育部教授会等（農学教育部及び技術経営研究科を除く。）」と読み替えるものとする。 

２ 平成１８年３月３１日に工学教育部、農学教育部及び生物システム応用科学教育部（以下「旧教育部」という。）に在学する者は、国立大学法人東京農工大学研究部等の名称変更に伴う規則等の整理に関する規程の適用に伴い、

国立大学法人東京農工大学学則第２条第２項に規定する工学府、農学府及び生物システム応用科学府に在学し、旧教育部を修了するため必要であった教育課程の履修を当該学府において行うものとする。 
３ 平成１８年３月３１日現在在学している者については、この規則及び国立大学法人東京農工大学研究部等の名称変更に伴う規則等の整理に関する規程の施行により改正される次の別表（工学府、農学府及び生物システム応用科

学府の部分を除く。）にかかわらず、なお、従前の例による。 
 一 別表３の１ 
 二 別表４ 
 三 別表７ 
 四 別表８ 
 五 別表９ 
 


